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報告Ⅲ

はじめに

　みなさん、こんにちは。ご紹介に預かり
ました就実大学経営学部の加賀美太記と申
します。わたしは、もともと京都大学大学
院の若林靖永先生の研究室に在籍してお
り、岡田先生にも大学院時代に講義等で大
変お世話になりました。正直、お世話になっ
た先生の前で話をするのは非常に緊張する
のですが、今回は「若手として登壇してほ
しい」ということでしたので、微力ながら
お話しさせていただきたいと思います。
　わたしの研究分野の一つはマーケティン
グです。マーケティングを研究するときに
はいくつかの視角があります。たとえば実
際にマーケティングをおこなっている組織
のマネジメントや具体的なマーケティング
手法であるマーケティング・ミックス、あ
るいはマーケティングの対象となる顧客・
消費者の分析などです。
　そうした視点のひとつに、さまざまな
マーケティング活動の結果として現れる
「ブランド」の研究があります。ブランド
にもいろいろな言い換えがありますが、個
人的にはその企業「らしさ」、あるいは商
品の「らしさ」といったようなものを表す
考え方かなと捉えています。
　これまで機関誌の『協う』や『くらしと
協同』の編集委員として、多くの生協や協
同組合、あるいは企業を訪問させてもらい

ましたが、最近はこの「らしさ」という視
角から、これまで見てきたものを整理して、
生協らしさ、あるいは協同組合らしさに対
して、マーケティングからどんなことが言
えるのか、といったことを意識している状
況です。
　そうした中、今回「地域再生と協同」と
いうテーマをいただきましたので、協同組
合・生協らしさという視角から、自分がこ
れまで調査してきた経験を踏まえつつ、何
が言えるだろうかということを考えまし
た。色々とアイディアはあったのですが、
今回はひとまず、「人を育てる」という視角
から考えたことをお話ししたいと思います。
　ただ、時間も限られていますので、仮説
検証や実証的な話、もしくは「こういうこ
とがありますよ」といった事例紹介として
お話しするよりも、「こういう問題を考え
ることが、地域や地域における協同組合の
ことを考えるヒントになるのではないか」
ということで、主に問題提起をしていきた
いと思います。

「地域」が示す範囲

　はじめに報告において「地域」が示す範
囲について若干コメントします。大学では、
わたしは地域マーケティング論という科目
も担当しています。そこで学生に「地域と
は何か」という問いかけをします。彼らの
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回答は、自分が住んでいる市町村、もしく
は都道府県、場合によっては小学校区と幅
広く、「地域」と一言で言っても、そのイメー
ジは当然ながら人によって大きく違ってい
ることが分かります。
　では、自分自身はどう捉えているのかと
いうと、問題設定によって地域の意味する
範囲は変わると考えています。たとえば専
門であるマーケティングでいけば、地域の
特産品のブランディングと言ったときの
「地域」と、地域の地場産業と言ったとき
の「地域」とでは、その範囲は変わってき
ますし、そこで暮らしている人たちの福祉
や教育の問題ということであれば、やはり
その範囲が変わるでしょう。その意味で、
空間的に「ここまでが『地域』である」と
か「この範囲が『地域』だ」とは言えない
と思っています。
　ただ、個人的に大事だなと思っているの
は、その地域にどれぐらいの人がいるのか
ということです。やはり顔と名前がある程
度わかっていて、どんな人なのかがある程
度わかっている、そうした社会集団として
の範囲が、『協同』を考える際の地域の単
位になるように思います。そう考えると、
小学校区や集落というような範囲こそが、
問題を整理していく際の立脚点になるよう
に思います。

現在の地域の抱える問題をどう見るか

　さて、そのうえで、現在の地域をめぐる
問題点について整理します。先ほど、岡田
先生も小池先生も言及されていました、政
府が閣議決定した地域創生基本方針のポイ
ントについてですが、政府は現在の地域を
めぐる問題点として、主に次の２つのこと
を考えています。すなわち、①人が減って
いること。その結果として、②経済が成長

しなくなること。この２つが現在の地域が
抱える困難である、という捉え方をしてい
ます。
　さらに、政府はこれを改善するために必
要なこととして、次の３点を挙げていま
す。ひとつは、地域からは人が減っている
一方で、東京には人が集まりすぎていると
いう「東京一極集中」の是正です。２つめ
には、人が減っているのは、若い世代が就
労・結婚・子育てに対して希望を持てなく
なったからだということを踏まえた、若い
世代の就労・結婚・子育ての支援強化です。
そして３つめが、そうした人たちが地域で
暮らし続けていくために、それぞれの地域
の特性に即した様々な課題を解決すること
です。こうした問題提起をしています。
　この現実認識と問題提起そのものについ
ては、わたしも異論はありません。ただ、
暮らしの視点から考えてみると、別の言い
方もできるように思います。
　つまり、現在の地域が抱えている問題の
ひとつは働く場所・雇用の機会が少なく
なっていることです。２つめには、若い人
たちに対する高等教育の機会が不足してい
ることです。今、大学や高校で勉強しよう
と思ったら、県内の都市部や地域の大きな
街、あるいは関西や東京に出ていかざるを
得ないということを指しています。そして
３つめには、その地域で暮らし続けるため
の医療の機会が十分ではないということで
す。このような問題があるからこそ地域か
ら都市への人口流出が進み、また少子化が
進むのだと考えることができます。
　駆け足でお話ししましたが、地域には
色々な問題が山積していることを感じられ
たと思いますが、そうした地域で起こって
いる問題をまとめると大きな意味で「ヒト
の不足」であると言うことができるのでは
ないでしょうか。
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　この「ヒトの不足」あるいは「ヒトの危機」
への対策は、簡単にいえば、「地域の課題
を解決する多様なヒトの育成」となりま
す。ここで「多様」と言ったのには理由が
あります。しばしば地域の課題を解決する
とき、まず重要視されるのはキーパーソン
となる個人です。地域活性化や地域再生の
成功例の多くには、そうした諸活動を進め
るうえで決定的な役割を果たした個人が存
在します。たとえば、神子原という地名の
土地で作られたお米を、その土地名との由
来を考えてローマ法王に進呈し、地域農産
品のブランド化に成功したケースがありま
す。これは最近、「ナポレオンの村」とい
うタイトルでドラマ化されましたが、これ
を進めたのは一人のバイタリティあふれる
公務員だったそうです。あるいは、四国の
徳島県の山奥で日本料理に添えるツマ用と
して季節の葉や花などを出荷する「葉っぱ
ビジネス」として一躍有名になった株式会
社「いろどり」のケースでも、これを推し
進めたのは地元の農協に赴任してきた営農
指導員の方でした。あるいは、地方におい
てミニ・コングロマリットともいうべき企
業を作り上げ、地方経済のリスクテイカー
となり、地域で雇用を創出している若い中
小企業の社長たちの重要性を説いた『ヤン
キーの虎』という本が最近、出版されまし
た。協同組合と関係の深い部分では、先ほ
ど言及のあった山形の置賜自給圏構想など
がありますが、ここでも元気のある個人が
重要な役割を果たしています。
　いずれの場合も、「地域経済の活性化を
実現した」際には、地方行政の公務員や地
方の中小企業の若手経営者といった、強い
リーダーシップを持った人物がいたことで
成功した、というように説明されることが
少なくありません。しかし、たしかに彼ら
の存在は、そうした流れのなかで必要不可

欠なピースではありますが、あくまで両輪
の片側なのです。決して目立つことはあり
ませんが、リーダーシップを発揮する彼ら
のフォロワーとなり、地域の暮らしに即し
た課題と向き合う市井の人びともまた地域
再生には必要不可欠な存在なのです。
　その意味で、リーダーとなりうる人びと
を育てるのと同時に、暮らしに根ざした課
題と向き合う、より多くの人びとをどう
やって育てていくのかということが、地域
におけるヒトの課題を考える際の大切な論
点となります。単純に、有能で積極的な企
業家を生み育てればいいといった話ではあ
りません。そして、こうした人々の育成を
担うことが、つまり協同組合の事業と活動
を通じて、組合員と職員にそうしたヒトに
育ってもらうことが、協同組合の地域にお
いて果たすことのできる役割であるように
思います。
　次いで、歴史的なプロセスに触れなが
ら、組合員と職員を育てるということにつ
いて、それぞれ順を追ってお話ししていき
たいと思います。

運動を通じて人を育てる―組合員の学び

地域における組合員
　最初は組合員についてです。先程、地域
を支えるヒトを育てることが協同組合の可
能性ではないか、といったことを述べまし
たが、振り返ったとき、本当に生協・協同
組合はそうした取り組みを進めていたとい
えるのでしょうか。これについては、皆さ
んの方がわたしよりも遥かに良くご存知だ
と思いますが、まさに「そうだった」と言
えると思います。
　協同組合はこれまで、日本型生協の特徴
とされる「班」を中心として、組合員同士が、
あるいは組合員と職員が学び合う構造が組

報告Ⅲ
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織の中にビルトインされていたといわれま
す。そして、そのなかで学んだ組合員は生
協や協同組合の内部、もしくは協同組合の
外部でも広く活躍してきたからです。自治
会やボランティア、あるいはNPOなどで
頑張っている人が、実は生協でも頑張って
いた人だったということは少なくありませ
んし、皆さんの周りの方にもそうした人た
ちがいらっしゃるのではないでしょうか。
その意味で、生協あるいは協同組合は、「学
び」を通じて地域で活躍するヒトを育てて
きた、と言えるでしょう。

組合員のくらしの変化と生協の対応
　ただし、組合員の暮らしが変化すること
によって、そうした学びの機会が少しずつ
減っている、弱まっているのも事実です。
実際、生協を利用したい、あるいは利用し
ているけれども、生協には「関わりたくな
い」、もしくは「関われない」という人た
ちが徐々に増えてきています。
　たとえば、ＮＨＫの放送文化研究所が定
点観測している「日本人の意識調査」とい
う調査があります。この中に「隣近所との
望ましい付き合い方」という項目があるの
ですが、その推移を見ると、「部分的な付
き合い」という中間的な回答が一貫して
５０％ぐらいの割合を占めています。残り
半分が別の意見となるわけですが、その部
分で生じている大きな変化が、「全面的な
付き合い」の減少と「形式的な付き合い」
の増加です。「全面的な付き合い」という
のは、困ったときにはいつでも相談できる
ような関係を意味するのですが、隣近所と
の付き合いとしてそうした関係が望ましい
と考える人たちはどんどん減少してきた一
方で、会えば挨拶はするし、場合によって
は交流するけれども、基本的に距離を置い
た「形式的な付き合い」が望ましいと考え

る人たちが増えてきているのです。つまり、
隣近所で勉強し合い、困ったときには相談
する関係性を好まない人が増えているわけ
です。この調査の母集団は一般的な消費者
ですが、当然ながら生協の組合員だからそ
んなことはない、と言い切るわけにもいき
ません。組合員数が伸びていく中で、生協
組合員は特別な存在ではなくなってきてい
るからです。
　また、戦後の日本の生協が躍進するきっ
かけとなった主婦組合員の該当者である、
だいたい 40 代までの女性の就業率も、基
本的にはこの間（1973 ～ 2008 年）一貫し
て上昇傾向にあることが、総務省の調査か
らはみてとれます。
　組合員の変化をまとめると、組合員活動
を支えた女性の社会進出が進み多忙化する
とともに、一般的な人間関係の煩わしさを
避ける傾向が強くなっているということが
できるでしょう。
　こうした変化を受けて、生協の事業とし
ては、個配へのシフトが進んできました。
いわゆる「班」が事業的には比重を小さく
してきたわけです。また、以前は「班」が
担っていた組合員の運動についても、その
在り方が多様化してきました。いわゆる
テーマ型、コミュニティ型、おしゃべりパー
ティ、助け合いの会、おたがいさま等々と
いったように、組合員同士の関係の在り方
が拡がっているということです。
　このような個配へのシフトと組合員運動
の多様化は、学びや教育といった仕組みを
組織の在り方として構造化していた生協の
「らしさ」に対して非常に大きなインパク
トを与えているように思います。

生協は地域に主体的に関わる人をどう育て
るか
　ただ、そうはいってもやはり生協をセブ
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ンイレブンやイオンとぃった営利企業など
と区別するポイントの一つが「教育」であ
ることは間違いありません。ロッチデール
原則にもある通り、「教育」は協同組合と
いう組織の「らしさ」を体現する一つの重
要な要素であると考えています。
　そのように考えた場合、組合員に対する
教育や学び合いといった要素を、個配への
シフトや組合員運動の多様化といった変化
のなかで、どうやって担保していくのかが
大切な論点になります。
　これは解決することが難しい問題です
が、ヒントがないわけでもありません。た
とえば、個配が組合員を運動から遠ざける
かというと、必ずしもそうとは言えないと
いう調査結果があります。どういうことか
というと、実は個配のほうが共同購入より
も一人ひとりの組合員まできちんと情報が
届くので、組合員の参加が高まるというこ
とのようです。あるいは、2013 年にわた
しを含めた３名の研究者が実施した、お
しゃべりパーティに対する満足度調査の結
果を見ても、半分近い人たちはパーティに
対して「満足」と回答しています。つまり、
パーティという関係のかたちに肯定的な人
が多く、必ずしも人間関係全般を忌避して
いるわけではないことが分かります。さら
に言えば、この調査では５割近い組合員が
アンケートに協力してくれましたが、一般
の調査では２割行けばいいところで、場合
によっては１割を切ることもざらです。こ
こからは、生協へ関わりたい、あるいは関わっ
てもいいよという組合員意識を見て取るこ
とができます。つまり、新しい時代環境や
人間関係を前提としたとき、生協に関わり
たいと思っている人たち、あるいは関わっ
たら面白そうだと感じる人たちが一定数は
いることが、これらから示唆されるわけです。
問題の難しさは、そうした人たちをどう

やって次のステップ、すなわち学びを深め
る場面に導いていくのか、より深く積極的
に生協に関わってもらうのか、という点に
あります。当然、生協も事業体ですので経
営資源には限界があります。しかし、限ら
れた資源のなかでも、どう教育の機会を
作っていくのか、あるいは学び合っていく
のか。その内容と仕組みを考えることが、
地域において「ヒト」という視角から生協
が役割を果たすためにも求められているよ
うに思います。

事業と運動を通じて人を育てる
―職員の学び

協同組合に構造化されていた学び
　さて、こうした組合員の学びを深めてい
くプロセスにおいては、当然、主体的な組
合員が主人公となるわけではありますが、
同時に先導者として、あるいは一緒に学ん
でいく主体として、職員の存在も欠かすこ
とはできません。
　では職員の学びはこれまでどうだったの
でしょうか。生協では、たとえばコープ商
品の開発や組合員の拡大といった、様々な
組合員への関与を通じて、組合員の声を聴
き、あるいは声を聴きだす力、声にならな
い声に気づく感性などを育むといったかた
ちで、職員を育てあげる機会が提供されて
きたように思います。たとえば、『くらし
と協同』の 2016 年夏号では、地域生協の
設立に果たした大学生協の役割を検討した
原稿を執筆しました。その取材の過程で、
職員同士の相互交流や学びあい、励ましあ
いが生協の新しい仕組みを生み出し、その
発展を導いたといった趣旨のお話を伺いま
した。ここからは、協同組合陣営としての
連帯が、職員の学びを促進し、主体的に動
けるヒトを育てていたということができる

報告Ⅲ



38

地域再生と協同～協同組合に何を期待するか

と思います。そして職員は協同組合の「外」
では、一地域人として暮らしているわけで
すから、そうした主体となった生協人が地
域でもご活躍されたというのは、地域に
おける協同組合の大きな役割だったと思
います。

労働者の価値観調査からの問いかけ
　ただ、だからといって、協同組合では必
ず職員が学んで成長していたと言ってしま
うと、ちょっと語弊があります。そうした
面は確かにあったと思いますが、無条件に
信じ込むのではなく、本当だろうかと問い
直すことも必要です。わたしを含め、研究
者は「なぜ？」「どうして？」「本当に？」「そ
れでいいの？」みたいな問いかけを発する
のが仕事であるという、ある意味とても面
倒くさい存在ではありますが、そうした問
いが生じざるを得ない調査結果が、いくつ
かあるというのも事実です。
　というのも、これまで述べてきた協同組
合における職員の学びですが、学びの中身
を拡大すれば、協同組合に限った話ではな
くなります。営利企業の従業員もまた、会
社に愛着を持ち、まじめに仕事に取り組む
中で、つまりビジネスを通じて主体性や課
題意識など、何かしらを「学んでいた」と
いえるでしょう。ところが、労働者の意識
調査によれば、そうした一般的イメージと
実際の日本人の就労意識は大きくかけ離れ
ているようなのです。
　たとえば、1990 年代前半に行なわれた
日本とアメリカにおける就労意識の比較調
査があります。かなり丁寧な研究で、今で
も引用されることが多いのですが、非常に
面白い結果が出ています。
　まず、会社への愛着を訪ねる設問におい
て、「この会社に愛着を感じない」という
回答が多かったのは、アメリカではなく日

本でした。一般的に日本の労働者は、愛社
精神が高く、企業理念を内面化しているこ
とが多いと言われますが、じつはアメリカ
のほうが会社に愛着を感じる人が多かった
わけです。
　さて、会社の価値観と自分の価値観との
関係についての設問でも、「わたしの価値
観と会社の価値観はまったく同じだ。自分
の価値観と会社の価値観は一致している」
と考えている人は、アメリカのほうが圧倒
的に多くて、むしろ日本は自分の価値観と
会社の価値観は合わないと考える人が多い
という結果になりました。
　さらに、「いまの仕事にどれほど満足し
ていますか」という満足度調査でも、日本
のほうが「満足していない」と答えた人が
多く、アメリカでは逆に「満足している」
と肯定した人のほうが多いことがわかり
ます。
　また、「あなたの友人が、この会社であ
なたのような仕事をしたいと希望したら、
あなたは勧めますか」という設問に対して
は、日本は「勧めません」という人のほう
が多いです。友だちが自分と同じ仕事に就
きたいと言ってきたら、日本は「いや、や
めておけ。大変だぞ」と言う人が多いけれ
ども、アメリカは、じつに６割近い人が「そ
れはいい。ぼくと一緒に働こう」と言うと
いった結果が出ています。
　他にも、「いま、あなたが知っているこ
とを入職時に知っているとして、もう一度、
この会社でいまの仕事に就きますか」と質
問したところ、「絶対に就かない」と答え
た人は日本のほうが多く、「就くとも。ぜひ、
いまと同じ仕事をしたい」と言った人はア
メリカのほうが多くなっています。
　最後に、「いまの仕事は、入職時の志望
と比較して合格点をつけますか」という質
問に対しては、日本では６割近い人が「入
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職時に希望していた仕事とのギャップが大
きく、今の仕事に合格点はつけられない」
と否定する一方で、アメリカでは反対に肯
定する人が多くなっています。
　このように見ていくと、日本人の労働者
は、思ったより自分の会社が好きではない
し、自分の会社の価値観と自分の生き方は
合っていないと感じていて、それでもなお
働いているという現状が見えてきます。
　ただ、この調査は 90 年代前半のものな
ので、いまはどうなのかという疑問が出て
きます。残念ながら、丁寧な学術的調査が
見当たりませんので、今度はシンクタンク
とコンサルタント会社の調査を見てみたい
と思います。
　たとえば、2012 年に国別の従業員につ
いて、その企業に対して「エンゲージ」、
つまり関わっているのか、参画しているの
かということを比較した調査があります。
この調査で日本は、先進国中で最下位とな
りました。働いている会社に「参画してい
る。関わっている」と考えている人は実に
７％にとどまります。
　同じように企業にどれだけ関わっている
のかということを、アジア地域内で比較し
た別の調査を見てみると、「関わっている。
ぼちぼち関わっている」という人たちの割
合にはあまり地域差がありません。ところ
が、「積極的に関わらないようにしている。
距離をとっている」と答えた人が、日本で
は他国に比べて抜きんでて多く、実に３割
近くいるという結果が出ています。
　さらに、今回はデータを持ってきません
でしたが、「世界価値観調査」の「あなた
は働く目的は？」という質問について、日
本は「金のために働く」という回答の割合
が先進国中最上位になっています。
　こういうデータは、とりわけ営利企業を
母集団にしているので、「協同組合にも当

てはまる」と言ってしまっていいかどうか
については、議論の余地が多く残されてい
ます。しかし、ここから示唆される内容に
ついて、「協同組合だから大丈夫」と無視
することもまた問題でしょう。果たして協
同組合職員の意識の実態はどうだったのか？
　今はどうなのか？　「協同組合だから大
丈夫」と、どこまでいえるのか？
　これらは今でも繰り返し真摯に問い直さ
れるべき質問でしょう。また仮に、協同組
合の職員はしっかり学んでいたとしても、
次に現代においてどうアレンジするのかと
いう問題が新たに浮かび上がってきます。
協同組合の職員がどのように積極的に学
び、コミットメントを高めるような仕組み
をつくれるか。これは大きな課題ではない
でしょうか。

職員の学びの出発点としての理念と
マネジメント
　こうした課題を考える際に大事になるこ
とは、協同組合における職員の学びの出発
としての理念、つまり「協同や連帯の組織
としてのらしさ」にあると思います。それ
ぞれの協同組合によって違いはあるでしょ
うが、協同組合としてのアイデンティティ
は何か、そこにおける教育や学びの意味が
個々の職員の中にきちんと落とし込まれて
いる場合にはじめて、日々の仕事の中で学
びを深めることができるようになると思い
ます。
　ただ、理念は念仏や題目とは違いますの
で、ただ唱えているだけでは不十分です。
繰り返しになりますが、個々の職員の意識
の中に落とし込み、また実際の行動の中に
も落とし込んでいかなければなりません。
つまり、「理念は大事だぞ」「理念通りにす
るんだ」というだけでは不十分であり、理
念を活かすために、理念を体現する具体的
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な行動や仕組みを積極的に評価するといっ
た、マネジメントが重要になってきます。
かつての生協はこの部分がとてもうまく機
能していたということもあり、職員がただ
職員として働くだけでなく、仕事の中で学
びを深めて行けたと思います。だからこそ、
今の環境にあった新しいかたちをどう作り
上げるかが、非常に大きな課題になってい
ると思います。

おわりに

　以上、駆け足で、協同組合と人を育てる
ことに関わって、いくつか問題提起をさせ
ていただきました。おわりに、本日のテー
マでもある、協同組合の地域における役割
と期待について、もう少し絞って発言しよ
うと思います。
　皆さんもよくご存じの ICAの協同組合
原則（1995 年）の第５原則と第７原則は、
教育とコミュニティについて言及している
部分です。この理念を協同組合がどのよう
に捉えるかによって、地域における協同組
合の役割や期待も変わってくるのかなと思
います。
　というのは、内山先生もおっしゃってい
ましたが、協同組合＝地域の課題解決の主
体という必然性はないからです。逆にいえ
ば、セブンイレブンやイオン、あるいは社
会的企業といった存在が地域における課題
の解決に向き合い、それを実現するように
なったとき、果たして協同組合は地域にお
いて必要とされるのでしょうか。多くの企
業がただ営利を追求するだけなく、社会的
な貢献も求められていると自覚し、狭い範
囲ではありますが、そうした取り組みにも
手を伸ばしている今だからこそ、地域にお
いて協同組合は何をなすべきなのか、どう
いう立ち位置を目指すべきなのか、という

ことをより真剣に考えなければいけないと
思います。
　そうした問いかけに関わって、２点ほど
お話ししたいと思います。
　ひとつは、地域の問題を解決する際の協
同の役割としては、まず教育があると思う
のはこれまで述べてきたとおりですが、そ
こには生協の中における労働を通じた職員
の学び、あるいは組合員の成長だけではな
く、協同としてより広く見た場合、さらに
多様な学びがあるように思います。
　たとえば、わたしは最近、中小企業団体
中央会や同友会などに入っている、30 ～
40 代の若い中小企業の経営者と話をする
機会が度々ありまして、彼らと色々な話を
しています。そこで感じるのは、彼らが参
加する、協同組合的な同業者たちの集まり
のなかで学び合うことに対して、貪欲な姿
勢を見せているなということです。言い換
えれば、事業組合などにみられるような生
協以外の協同組合という場を活用している
という一つの事例だといえるでしょう。
　したがって、報告では生協の話に近づけ
てお話ししましたが、協同組合という場合、
そうした場を使って、それこそ「ヤンキー
の虎」同士の勉強会みたいなかたちで、お
互いに学び合う機会が設けられるというの
は、地域における「協同」のひとつの可能
性ではないでしょうか。生協で働いている
とか、組合員運動といった枠だけにとらわ
れることなく、協同組合あるいは協同とい
うかたちで、お互いに地域をどうするのか
を考えること自体はいろいろ可能性があ
る、ということを自覚しておくことが必要
かなと思います。
　とりわけ、そういう若くて、地域のミニ・
コングロマリットみたいなものを形成して
いる人たちは、一般的には「儲かるところ
だったら、どこへでも出ていって、リスク
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をとって商売する」みたいなイメージです
が、彼らと話をしていると、「金儲けだけ
じゃなくて、うちらの住んでるこの場所で
商売して、生きていかないと、われわれは
やっていけないんだから、地域をなんとか
しないといけないよね」という強い問題意
識と、そのためにも「学びたい」という意
欲を持っていることを感じます。この部分
をもう少しうまく地域全体に波及できるよ
うな仕組みが必要なのかな、というのがひ
とつめです。
　２つめに、学生など若い人たちについて
考えると、経験上、協同で雇用や仕事とい
うのもありますが、一方では、主体として
主権者としてどのように生きていくのかを
学ぶ場としても、協同組合は歴史的にも役
割を果たしてきたし、いまでもそういう可
能性があるかなと思っています。
　というのも、ぼくは立命館大学に学部生
として４年間、びわこ・くさつキャンパス
にいました。2000 年の入学ですから、も
う 15 年ぐらい経ちますが、今でも学園祭
の時期に大学に行くことがたまにあるので
すが、様子を見ると、だんだん学園祭の規
模が小さくなっているんですね。昔はキャ
ンパス全域に出店が出ていたのに、いまは
キャンパスの半分ぐらいになってしまって
います。むろん、学生数の変動も大きいの
でしょうが、ちょっと気になるレベルです。
　そういう状況を見ると、地域において不
可欠な「自治」というものを、学生が経験
する機会がものすごく減っているのが現状
ではないかと思います。たとえば、いま勤
務する大学で、イベントをさせるというこ
とで学生を集めて、議論して、何かを決定
させようとしたときに、平気で数週間かか
ります。即断即決が必ずしもいいわけでは
ありませんし、民主的な意思決定は大切で
す。ただ、明らかにすでに議論も尽くし

て、意見の一致を見ている部分についても
決定することなく、延々と議論を続けるん
ですね。正直、最初は「なぜ、この子たち
はひとつのことを決めるのに３日も４日も
かけて議論して、しかも決められないだろ
うか」と疑問に思いましたが、よく考えれ
ば、そもそもそうした経験を積んでいない
のです。ただ、彼らもいずれは社会人にな
り、職場だけでなく、行政や政治における
意思決定の過程に関わっていくことになり
ます。そのためにも「自治」という形での
訓練は不可欠だと思うのですが、その訓練
の機会が不足しているように思うわけです。
　その視角からは、協同組合は職員として
も、あるいは組合員としても、民主主義や
民主的な意思決定の過程を経験する大事な
機会になるように思います。この部分を、
学生や若い人たちに理解してもらうのは大
変ですが、彼らがそれを経験することには
大きな意味のとも思います。そういう部分
も、地域における問題という点では、協同
の可能性なのかなと思います
　その際、自分の経験に引き付けて話をし
ますと、若者側からしても協同組合には可
能性を感じているんだな、ということがあ
ります。というのも、わたしの大学で大学
生協を設立することになり、先週の金曜日、
6 月 17 日に創立総会を行いました。1400
名の署名と 1000 近い議決で成立したので
すが、この過程でかなり積極的に学生が関
わってくれたのです。
　関わってくれた学生たちも、最初は「協
同組合って何？」と言っていました。なぜ、
その人たちが「協同組合をやってもいい」
とか「協同組合をつくろう」ということに
なったのかというと、彼らいわく、「協同
組合の仕組みのなかで最も魅力的だったの
は、ちゃんと自分たちの声を聴いてくれる、
あるいは自分たちが関わったという実感が
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持てるところにある」と言っていたのです。
　つまり、ちゃんとした関与の道筋をつけ
てあげれば、若い人たちは関わってくれる
し、そこで学んで、主体的に動いてくれる
んだということがわかりました。やはり、
きちんと学ぶとか関われるというところ
を、どう生協が担保していくのかというこ
とは大切なのだろうと思います。
　また、今年から協同組合論という３年生
対象の講義を担当していまして、きょうは
第１回目の授業の感想文で印象深いものを
いくつか持ってきました。
　たとえば「コープは、名前は知っている
けど、利用したことはなかった」「協同組
合を身近に感じたことは、正直あまりあり
ませんでした」「岡山なので、コープの宅
配の緑のトラック（グリーンコープ）は、
引越のトラックだと思っていました」とか
（笑）、「母が生協ひろしまで働いているの
で、母の仕事を知ることができるよい機会
になった」といった感想が出ています。
　このような、高校を卒業した直後の若
者や成人したばかりの学生を前提にする
と、まだ協同組合・生協は知られていませ
ん。わたしの勤務する大学は中国地方の小
規模私大ですので、岡山県と広島県、香川
県の出身学生がほとんどです。岡山県内で
は、おかやまコープが 30％程度の組織率
となっており、店舗もかなり頑張っていま
す。あるいは農協のＡコープもかなり大き
な店舗をいくつも出しています。それにも
関わらず、あまり知られていない。つまり、
きちんと関われる仕組みや学べる部分も含
めて、認知度を高めていくことが、生協に求
められる具体的な課題かなと感じています。

　以上、時間も短くて、駆け足になってし
まいましたが、地域で人を育てることにつ
いての協同組合の可能性についてお話しさ

せていただきました。ご清聴、ありがとう
ございました。


